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令和４年度市町決算（普通会計）の概要（速報）【ポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地方税は前年度より増加、地方交付税、国庫支出金、地方債は前年度より減少 

・ 地方税は、法人市町民税や固定資産税の増加により、前年度比 113.1 億円の増(＋5.1%) 

・ 国庫支出金は、子育て世帯への臨時特別給付や住民税非課税世帯に対する臨時特別給付 

等の減少により、前年度比 258.4 億円の減（▲17.4%） 

・ 地方債は、臨時財政対策債の減少や環境施設整備事業の進捗等に伴う事業費の減少によ 

り、前年度比 154.5 億円の減（▲29.1%） 

・ 一般財源比率は、地方税等の増による一般財源の増加に加え、国庫支出金等の特定財源

が減少したことにより、前年度比＋2.2 ポイントの 56.3% 

○ 義務的経費、投資的経費は前年度より減少、その他の経費は前年度より増加。 

・ 人件費は、その他の手当等の減少により、前年度比 4.5 億円の減（▲0.4%） 

・ 扶助費は、子育て世帯への臨時特別給付や住民税非課税世帯に対する臨時特別給付等の 

減少により、前年度比 157.2 億円の減（▲9.5%） 

 ・ 普通建設事業費は、環境施設整備事業やスポーツ施設整備の進捗による減により前年度

比 115.0 億円の減（▲15.6%） 

・ 補助費等は、一部事務組合の新設や消防庁舎整備に係る事業費の増に伴い、一部事務組 

合への負担金が増加したことなどにより、前年度比 54.6 億円の増（＋7.3％） 

 歳  入 

 歳  出 

 

○ 歳入総額、歳出総額ともに前年度決算額を下回り、いずれも過去３番目の規模 

 決算規模 

 

○ 実質収支は、全団体が黒字（４０年連続） 

○ 実質単年度収支は、1３団体において黒字、６団体において赤字 

 決算収支 

○ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より 3.0 ポイント上昇（悪化）（90.3%） 

団体別では、17 団体において上昇（悪化）、2 団体において低下（改善） 

○ 地方債現在高は、全体で前年度比 168.2 億円の減（▲2.8％）となった。なお、臨時財政 

対策債を除くと 26.8 億円の減（▲0.7％）となった。 

○ 積立金現在高は、財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金すべての増加により前年 

度比 195.7 億円の増（＋9.0%） 

 財政指標等 

記者レク資料 

（県 政） 
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令和４年度市町決算（普通会計）の概要（速報） 

１ 決算規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

歳入総額 歳出総額

Ａ Ｂ

令和４年度 681,801 656,546

令和３年度 692,118 666,383

増減額 ▲ 10,317 ▲ 9,838

増減率 ▲ 1.5% ▲ 1.5%

令和４年度 636,157 614,344

令和３年度 646,353 623,110

増減額 ▲ 10,196 ▲ 8,766

増減率 ▲ 1.6% ▲ 1.4%

令和４年度 45,644 42,202

令和３年度 45,765 43,273

増減額 ▲ 121 ▲ 1,072

増減率 ▲ 0.3% ▲ 2.5%

県

計

市

計

町

計
 

 

  
 
 

(1) 県計では、歳入総額、歳出総額ともに過去 2 番目であった前年度決算額を下回ったものの、

調査結果が残る昭和 28 年度以降で過去３番目の規模であった。 

(2) 歳入は、地方税は前年度より増加したが、地方交付税、国庫支出金、地方債等が前年度よ

り減少したことにより、前年度比 103.2 億円の減（▲1.5％）となった。 

(3) 歳出は、補助費等や積立金が増加した一方、扶助費や普通建設事業費などが減少したこと

により、前年度比 98.4 億円の減(▲1.5%)となった。 

【表１ 決算規模の状況】 

【図１ 決算規模の推移】 

※単位未満を四捨五入している関係で、合計

と内訳とが一致しない場合がある。 

（以下の表において同じ。） 

 

億円 

歳入 

歳出 
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２ 決算収支 

 

 

 

 

 
（単位：百万円）

歳入歳出
差引額

(形式収支)

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実　質
収　支

単年度
収　支

財政調整
基金

積立金

繰上
償還金

財政調整
基金

取崩額

実　質
単年度
収　支

Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ (F+G+H-I)

令和４年度 25,256 5,485 19,770 ▲ 2,055 10,277 2,337 4,594 5,965

令和３年度 25,735 3,910 21,825 6,328 10,679 2,320 2,925 16,403

増減額 ▲ 479 1,576 ▲ 2,055 ▲ 8,384 ▲ 402 17 1,669 ▲ 10,438

令和４年度 21,813 4,282 17,531 ▲ 2,143 9,906 2,329 4,044 6,048

令和３年度 23,243 3,569 19,675 5,759 9,384 2,087 2,709 14,521

増減額 ▲ 1,430 713 ▲ 2,143 ▲ 7,902 521 242 1,335 ▲ 8,473

令和４年度 3,443 1,204 2,239 88 372 8 550 ▲ 83

令和３年度 2,492 341 2,151 570 1,295 233 216 1,882

増減額 951 863 88 ▲ 482 ▲ 923 ▲ 225 334 ▲ 1,965
※表頭のＡおよびＢは、【表１ 決算規模の状況】の表頭のＡおよびＢによる。

県

計

市

計

町

計

 

 

 

 

 

(1) 実質収支は、全団体が黒字となった。（40 年連続） 

(2) 実質単年度収支は、13 団体において黒字、6 団体において赤字となった。 

【表２ 決算収支の状況】 

【図 2-1 実質収支の推移】 

【図 2-2 実質単年度収支の推移】 
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３ 歳  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地方税 

法人市町民税や固定資産税等の増加により、前年度比 113.1 億円の増(＋5.1%)となった。 

(2) 各種交付金 

地方消費税交付金や法人事業税交付金等の増加により、前年度比 12.7 億円の増（＋3.2％）

となった。 

(3) 地方特例交付金等 

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の一部措置終了により、31.2

億円の減（▲63.1％）となった。 

(4) 国庫支出金 

子育て世帯への臨時特別給付や住民税非課税世帯に対する臨時特別給付等の減少により、前年

度比 258.4 億円の減（▲17.4%）となった。 

(5) 繰入金 

財政調整基金等の取り崩しの増加により、前年度比 76.2 億円の増（＋57.1%）となった。 

(6) 地方債 

臨時財政対策債の減少や環境施設整備事業の進捗による事業費の減少により、前年度比

154.5 億円の減（▲29.1%） 

(7) その他 

  ふるさと納税や財産収入の増加等により前年度比 121.5 億円の増（＋20.3％）となった。 

(8) 一般財源比率（地方税＋地方譲与税＋各種交付金＋地方特例交付金等＋地方交付税） 

地方税や各種交付金等が増加したことにより、一般財源が前年度を上回ったことに加え、

国庫支出金等の特定財源が減少したことにより、歳入総額に占める一般財源の割合は前年度

比 2.2 ポイント増の 56.3%となった。 

(9) 自主財源比率（地方税＋使用料・手数料＋繰入金＋繰越金＋分担金・負担金＋財産収入＋寄附金＋諸収入） 

地方税や繰入金等の増加により、自主財源が増加（＋311.0 億円）したことに加え、国庫

支出金等依存財源が減少したことにより、5.2 ポイント増の 47.8％となった。 

【表３ 歳入の状況】 
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【図 3-1 歳入決算額構成比の推移】 

【図 3-2 税収の推移】 

（億円） 
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４ 歳  出 

（１）性質別歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        

 

 

 

(1) 義務的経費 

 義務的経費全体では、前年度比 159.3 億円の減（▲4.9%）となった。 

・ 人件費は、その他の手当等の減少により、前年度比 4.5 億円の減（▲0.4%）となった。 

 ・ 扶助費は、子育て世帯への臨時特別給付や住民税非課税世帯に対する臨時特別給付等の減

少により、前年度比 157.2 億円の減（▲9.5%）となった。 

・ 公債費は、地方債の定時償還の増加等により、前年度比2.4億円の増（＋0.4%）となった。 

(2) 投資的経費 

・ 投資的経費全体では、前年度比 115.6 億円の減（▲15.5％）となった。 

・ 普通建設事業費は、環境施設整備事業やスポーツ施設整備事業の進捗等による事業費の減

により前年度比 115.0 億円の減（▲15.6％）となった。 

(3) その他の経費 

・ 物件費は、ふるさと納税額の増加に伴う運営事業の増や、給食の公会計化や新たに中学校

給食を開始したことに伴う材料費等の増加により、前年度比 56.3 億円の増（＋5.8％）とな

った。 

・ 補助費等は、一部事務組合の新設や消防庁舎整備に係る事業費の増に伴い、一部事務組合

への負担金が増加したことなどにより、前年度比 54.6 億円の増（＋7.3％）となった。 

・ 積立金は、その他特定目的基金への積立の増加により、前年度比 64.1 億円の増（＋19.1%）

となった。 

【表 4-1 性質別歳出の状況】 

・ 
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（２）目的別歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 総務費は、各種積立金の増加や庁舎整備事業の経費増加等により前年度比 84.1 億円の増 

（＋9.0%）となった。 

(2) 民生費は、子育て世帯への臨時特別給付や住民税非課税世帯に対する臨時特別給付等の減

少により、前年度比 82.7 億円の減 (▲3.2%）となった。 

(3) 衛生費は、環境施設整備事業の進捗等により、前年度比 63.1 億円の減 （▲9.0%）とな

った。 

(4) 土木費は、市営住宅に要する経費や除排雪経費の減少により、前年度比 45.9 億円の減（▲

7.9%）となった。 

【表 4-2 目的別歳出の状況】 
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【図 4-1 性質別歳出決算額構成比の推移】 

【図 4-2 目的別歳出決算額構成比の推移】 
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５ 財政指標および将来にわたる財政負担 

 

（１）財政指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

比率 増減 比率 増減

実 質 収 支 比 率 5.6% ▲0.4ポイント 6.0% ＋1.5ポイント

経 常 収 支 比 率 90.3% ＋3.0ポイント 87.3% ▲5.0ポイント

実質公債費比率 4.4% ▲0.7ポイント 5.1% ▲0.3ポイント

・各比率は加重平均により求めた数値。

令和４年度 令和３年度

 

 

 
 

   

 

８０％未満
８０％以上
８５％未満

８５％以上
９０％未満

９０％以上
９５％未満

９５％以上
100％未満

100％以上

0 2 8 8 1 0

(0.0%) (10.5%) (42.1%) (42.1%) (5.3%) (0.0%)

0 5 12 2 0 0

(0.0%) (26.3%) (63.2%) (10.5%) (0.0%) (0.0%)

令和４年度

令和３年度

 

○ 経常収支比率 

・ 分子である経常的経費充当一般財源が扶助費や物件費等の増により増加し、臨時財政対

策債の減により分母が減少した結果、前年度より 3.0 ポイント上昇（悪化）した。  

・ 団体別では、17 団体において上昇（悪化）、2 団体において低下（改善）した。 

 

【表 5-1 主な財政指標】 

【図 5-1 経常収支比率の推移】 

【表 5-2 経常収支比率の段階別団体数の状況】 



10 
 

 （２）将来にわたる財政負担 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 将来にわたる実質的な財政負担は、債務負担行為額が増加したものの、地方債現在高が減

少し、積立金現在高が増加したため、全体として、前年度比 323.7 億円の減（▲5.9%）と

なった。 

(2) 地方債現在高は、全体で前年度比 168.2 億円の減（▲2.8％）となった。なお、臨時財政

対策債を除くと 26.8 億円の減（▲0.7％）となった。 

(3) 積立金現在高は、財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金すべての増加により、前

年度比 195.7 億円の増（＋9.0％）となった。 

【表 5-3 将来にわたる財政負担】 

【図 5-2 地方債残高の推移】 

【図 5-3 積立金残高の推移】 

※積立金現在高比率： 

 積立金現在高／標準財政規模 

※うち財調+減債： 

  （財調基金+減債基金現在高） 

／標準財政規模 



令 和 ４ 年 度 市 町 別 決 算 収 支 等
（単位：百万円、％）

歳　入 翌年度 実　質 単年度 実　質

団 体 名 歳　入 歳　出 歳　出 へ繰越 単年度 R4 R3 R4 R3 R4 R3 R4 R3 R4 R3

差　引 すべき 収　支 収　支 収　支

財　源

大 津 市 144,161 139,578 4,583 886 3,697 ▲ 940 1,379 5.0 6.2 90.9 88.3 -0.5 1.4 - - 0.791 0.805

彦 根 市 55,179 52,658 2,521 170 2,351 99 543 9.1 8.4 94.4 86.9 6.9 6.0 56.1 47.3 0.764 0.788

長 浜 市 59,369 57,052 2,317 464 1,853 614 1,070 5.5 3.6 90.8 89.0 1.0 1.2 - - 0.531 0.532

近江八幡市 46,631 45,480 1,151 342 809 ▲ 302 334 4.2 5.6 88.6 85.6 0.7 1.1 - - 0.655 0.671

草 津 市 55,399 54,466 933 264 669 155 1,013 2.3 1.8 89.2 88.3 5.6 6.4 - - 0.922 0.941

守 山 市 41,547 39,964 1,584 886 697 ▲ 125 378 3.8 4.4 87.6 89.2 4.5 4.7 - 4.7  0.818 0.843

栗 東 市 28,223 27,394 829 78 750 ▲ 106 ▲ 5 4.8 5.5 93.5 87.6 11.8 12.3 86.4 91.4 0.968 0.980

甲 賀 市 46,229 43,421 2,809 386 2,423 ▲ 53 214 9.4 9.3 90.2 85.2 6.3 6.5 28.9 40.3 0.639 0.656

野 洲 市 26,459 25,334 1,125 282 843 ▲ 108 1,009 6.3 6.9 91.8 91.4 7.7 8.3 23.2 50.5 0.785 0.798

湖 南 市 23,388 22,786 602 93 509 ▲ 361 ▲ 417 3.7 6.2 89.2 82.6 7.9 8.3 - 15.2 0.754 0.773

高 島 市 32,217 31,444 773 86 688 ▲ 74 ▲ 424 4.0 4.3 95.7 91.5 8.7 9.6 - 1.3 0.371 0.375

東 近 江 市 53,630 51,950 1,680 209 1,471 ▲ 665 696 4.7 6.7 85.7 85.3 7.3 8.6 - - 0.604 0.609

米 原 市 23,726 22,818 907 134 773 ▲ 277 259 5.9 7.9 88.2 86.9 5.0 4.9 - - 0.525 0.532

(5.3) (5.9) (90.4) (87.5) (5.6) (6.1) (15.0) (19.3) (0.702) (0.716)

市 計 636,157 614,344 21,813 4,282 17,531 ▲ 2,143 6,048 5.3 5.8 90.4 87.6 4.3 5.0 - - 0.704 0.717

日 野 町 10,718 9,793 926 104 822 108 108 13.1 11.1 90.8 81.7 6.3 6.5 30.2 40.5 0.686 0.716

竜 王 町 7,367 6,759 609 398 211 ▲ 181 ▲ 154 5.1 9.8 83.5 80.0 5.3 6.3 - - 1.051 1.108

愛 荘 町 11,639 11,039 600 150 450 ▲ 49 ▲ 144 7.4 8.0 93.1 86.9 4.5 3.8 29.3 18.3 0.572 0.587

豊 郷 町 5,515 5,095 419 141 279 105 144 11.1 6.7 86.0 84.9 0.5 2.0 - - 0.431 0.442

甲 良 町 4,185 4,006 179 34 145 14 122 5.8 5.1 87.9 85.6 10.3 10.4 - 0.7 0.368 0.376

多 賀 町 6,220 5,511 709 378 332 91 ▲ 159 10.0 6.9 83.3 83.8 7.1 7.3 31.6 22.3 0.583 0.639

(8.8) (7.9) (87.4) (83.8) (5.7) (6.1) (15.2) (13.6) (0.615) (0.645)

町 計 45,644 42,202 3,443 1,204 2,239 88 ▲ 83 9.0 8.5 88.3 83.7 5.7 5.9 7.2 8.2 0.636 0.666

(6.4) (6.5) (89.5) (86.4) (5.6) (6.1) (15.0) (17.5) (0.675) (0.693)

合 計 681,801 656,546 25,256 5,485 19,770 ▲ 2,055 5,965 5.6 6.0 90.3 87.3 4.4 5.1 - - 0.700 0.713

※市計、町計、合計の各指標は、各指標を加重平均（括弧内は単純平均）により求めた数値である。

実質収支比率 経常収支比率 実質公債費比率 将来負担比率 財政力指数
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（参考） 各財政指標の用語の意味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもの。正数の場合は黒字、負数の場合は赤字

を示す。 

 

   実質収支比率 ＝ 
実質収支額

  標準財政規模  
 ×100(%) 

 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの。 

 

標準財政規模＝標準税収入額等※＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額 

 

※  標準税収入額等：地方税、地方譲与税等の理論上標準的な収入見込額 

 

            市町村民税所得割における税源移譲相当額の 25%） 

   基準財政収入額－ 地方譲与税 

            交通安全対策特別交付金 

            地方消費税交付金に係る引き上げ分の 25％ 

                         

１００    地方譲与税 

      ７５     交通安全対策特別交付金 

 

標準財政規模 

×     ＋ 

実質収支比率 

 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のよう

に毎年度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源の額が、地方税、普通交

付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)等に占める割合 

 

経常収支比率＝ 
経常的経費に充当した一般財源

 経常一般財源＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債 
 ×100(%) 

経常収支比率 

 

 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の標準財政規模に対

する比率 

        （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

              （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

                      標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

・準元利償還金：イからホまでの合計額  

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合

における1年当たりの元金償還金相当額  

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の

財源に充てたと認められるもの  

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地

方債の償還の財源に充てたと認められるもの  

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子  

実質公債費比率 

実質公債費比率 

  （3 カ年平均） ＝ ×100(%) 


